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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１端子を備えた第１基板と、
　センサ信号を出力する第２端子を備えた第２基板と、
　前記第１基板に接続される第１接続部及び前記第２基板に接続される第２接続部を備え
たフレキシブル基板と、を備え、
　前記フレキシブル基板は、前記第１接続部と前記第２接続部とに位置する連続したベー
ス層と、前記ベース層の前記第１基板と対向する側に位置する導電層と、前記導電層の前
記ベース層とは反対の側に位置し前記導電層の一部を覆うカバー層とを備え、
　前記導電層は、前記第１接続部において前記第１端子に接続される第１導電層と、前記
第２接続部から前記第１接続部に延びた第２導電層と、を備え、
　前記カバー層は、前記第２導電層を覆う領域と、前記第１導電層を露出する開口部とを
、前記第１接続部に有し、
　前記第１導電層は、前記開口部と重なる位置で、前記第１端子に接続される、
　センサ付き表示装置。
【請求項２】
　さらに、前記第１基板に実装された駆動ＩＣチップを備え、
　前記フレキシブル基板は、前記第１接続部と前記第２接続部との間において、平面視で
前記駆動ＩＣチップと重複しない、請求項１に記載のセンサ付き表示装置。
【請求項３】
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　さらに、前記第１基板に実装された駆動ＩＣチップを備え、
　前記フレキシブル基板は、前記第１接続部と前記第２接続部との間において、平面視で
前記駆動ＩＣチップと重複する、請求項１に記載のセンサ付き表示装置。
【請求項４】
　前記第２導電層は、前記第２接続部において前記第２端子に接続され、前記第１接続部
において前記第１基板に位置する導電部材とは接続されていない、請求項１乃至３のいず
れか１項に記載のセンサ付き表示装置。
【請求項５】
　前記第１基板は、画素を含み、
　前記第１端子には、前記画素へ供給される信号が入力され、
　前記第２基板は、タッチ検出を行う検出電極を含み、
　前記第２端子は、前記検出電極と接続する、請求項１乃至４のいずれか１項に記載のセ
ンサ付き表示装置。
【請求項６】
　前記第１導電層は、前記第１接続部において第１方向に延び、
　前記第２導電層は、前記第１接続部において、前記第１方向へ交差する第２方向に前記
第１導電層と並ぶ領域を有する、請求項１乃至５のいずれか１項に記載のセンサ付き表示
装置。
【請求項７】
　前記第２導電層は、前記第１接続部の前記第２接続部とは反対の側へ延びる、請求項１
乃至６のいずれか１項に記載のセンサ付き表示装置。
【請求項８】
　前記フレキシブル基板は、さらに、前記ベース層の前記導電層とは反対側に補助カバー
層を備え、前記補助カバー層は、前記カバー層の開口部と重複する位置に設けられている
、請求項１乃至７のいずれか１項に記載のセンサ付き表示装置。
【請求項９】
　前記補助カバー層は、前記カバー層と同等の厚さを有する、請求項８に記載のセンサ付
き表示装置。
【請求項１０】
　さらに、前記開口部に位置し、前記第１導電層と前記第１基板とを接着すると共に、前
記第１導電層と前記第１端子とを電気的に接続する導電性接着層を備え、
　前記導電性接着層は、前記カバー層と重複しない、請求項１乃至９のいずれか１項に記
載のセンサ付き表示装置。
【請求項１１】
　さらに、前記第１導電層と前記第１基板とを接着すると共に、前記第１導電層と前記第
１端子とを電気的に接続する導電性接着層を備え、
　前記導電性接着層の一部は、前記カバー層と前記第１基板との間に位置する、請求項１
乃至９のいずれか１項に記載のセンサ付き表示装置。
【請求項１２】
　前記カバー層は、前記第２導電層を露出する第２開口部を有し、
　前記第２導電層は、前記第２開口部と重なる位置で、前記第２端子に接続される、請求
項１乃至１１のいずれか１項に記載のセンサ付き表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、センサ付き表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、表示装置のインターフェース等として、指などの被検出物の接触あるいは接近を
検出するセンサが実用化されている。センサの一例である静電容量式タッチパネルは、被
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検出物による静電容量の変化を検出するための電極を備えている。このようなタッチパネ
ルを備えた表示装置においては、例えば、表示パネルに接続されたフレキシブルプリント
基板に加えて、タッチパネルの電極が形成される面に接続されたフレキシブルプリント基
板が必要となる（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　複数のフレキシブルプリント基板を備えた構成においては、両者を電気的に接続するた
めのコネクタが必要となり、表示装置全体の薄型化が阻害される。また、複数のフレキシ
ブルプリント基板を備えた表示装置を電子機器にセットした際に、電子機器内部の構造物
と接触したり、他の構造物の設置の妨げとなったりする。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－６５５１５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本実施形態の目的は、構造を簡素化することが可能なセンサ付き表示装置を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　一実施形態によれば、　
　画像を表示する表示領域に位置する第１電極を備えた第１基板と、前記表示領域に位置
し、センシングに必要なセンサ信号を出力する第２電極を備えた第２基板と、前記第１基
板に接続される第１接続部及び前記第２基板に接続される第２接続部を備えたフレキシブ
ル基板であって、前記第１接続部及び前記第２接続部に亘って延出した共通のベース層を
備えたフレキシブル基板と、を備えたセンサ付き表示装置が提供される。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】図１は、本実施形態の表示装置ＤＳＰの構成を示す図である。
【図２】図２は、図１に示した表示パネルＰＮＬの基本構成及び等価回路を示す図である
。
【図３】図３は、図１に示した表示パネルＰＮＬの一部の構造を示す断面図である。
【図４Ａ】図４Ａは、静電容量型センサＳＳの基本原理を説明するための図であり、被検
出物が接触あるいは接近していない状態を表す説明図である。
【図４Ｂ】図４Ｂは、静電容量型センサＳＳの基本原理を説明するための図であり、図４
Ａに示した状態のセンサの等価回路の例を示す説明図である。
【図４Ｃ】図４Ｃは、静電容量型センサＳＳの基本原理を説明するための図であり、セン
サ駆動信号及び検出信号の波形の一例を表す図である。
【図４Ｄ】図４Ｄは、センサＳＳの一構成例を示す平面図である。
【図４Ｅ】図４Ｅは、図４Ｄに示したセンサＳＳを概略的に示す斜視図である。
【図４Ｆ】図４Ｆは、センサＳＳの他の構成例を示す平面図である。
【図５Ａ】図５Ａは、センサ駆動電極Ｔｘがセンサ駆動信号Ｔｘｓにより駆動されるとき
のタイミングチャートを示している。
【図５Ｂ】図５Ｂは、主な回路ブロックを示す図である。
【図６Ａ】図６Ａは、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２に接続されたフレキシブル
基板３の一構成例を示す平面図である。
【図６Ｂ】図６Ｂは、図６Ａに示したフレキシブル基板３の第１接続部３Ａ及び第２接続
部３Ｂを示す断面図である。
【図７】図７は、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２と接続されたフレキシブル基板
３の他の構成例を示す平面図である。
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【図８】図８は、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２と接続されたフレキシブル基板
３の他の構成例を示す平面図である。
【図９】図９は、図６Ａ及び図７に示した構成例におけるフレキシブル基板３と駆動ＩＣ
チップ１との位置関係を示す断面図である。
【図１０】図１０は、図８に示した構成例におけるフレキシブル基板３と駆動ＩＣチップ
１との位置関係を示す断面図である。
【図１１】図１１は、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２と接続されたフレキシブル
基板３の他の構成例を示す平面図である。
【図１２】図１２は、図１１に示したフレキシブル基板３の第１接続部３Ａを第１基板側
から見た拡大平面図である。
【図１３】図１３は、図１１に示したフレキシブル基板３の第１接続部３Ａにおける一方
端３Ｄから他方端３Ｅまでの断面図である。
【図１４】図１４は、図１１に示した開口部ＯＰＡと対向する第１基板ＳＵＢ１の拡大平
面図である。
【図１５】図１５は、図１１に示した開口部ＯＰＡと対向する第１基板ＳＵＢ１の他の構
成例を示す図である。
【図１６】図１６は、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２と接続されたフレキシブル
基板３の他の構成例を示す平面図である。
【図１７】図１７は、図１６に示したフレキシブル基板３の第１接続部３Ａを第１基板側
から見た拡大平面図である。
【図１８】図１８は、図１６に示したフレキシブル基板３の第１接続部３Ａの断面図であ
る。
【図１９】図１９は、フレキシブル基板３の他の構成例における第１接続部３Ａの断面図
である。
【図２０】図２０は、フレキシブル基板３の他の構成例における第１接続部３Ａの断面図
である。
【図２１Ａ】図２１Ａは、他のセンサ装置１００を示す平面図である。
【図２１Ｂ】図２１Ｂは、図２１Ａに示したセンサ装置１００の断面図である。
【図２２】図２２は、さらに他のセンサ装置１００を示す平面図である。
【図２３】図２３は、センサ装置１００を備えた表示装置ＤＳＰの適用例を示す断面図で
ある。
【図２４】図２４は、センサ装置１００を備えた表示装置ＤＳＰの他の適用例を示す断面
図である。
【図２５Ａ】図２５Ａは、センサ装置１００を備えた表示装置ＤＳＰの他の適用例を示す
断面図である。
【図２５Ｂ】図２５Ｂは、図２５Ａに示した表示装置ＤＳＰの平面図である。
【図２６】図２６は、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２と接続されたフレキシブル
基板３の他の構成例を示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、本実施形態について、図面を参照しながら説明する。なお、開示はあくまで一例
に過ぎず、当業者において、発明の主旨を保っての適宜変更について容易に想到し得るも
のについては、当然に本発明の範囲に含有されるものである。また、図面は、説明をより
明確にするため、実際の態様に比べて、各部の幅、厚さ、形状等について模式的に表され
る場合があるが、あくまで一例であって、本発明の解釈を限定するものではない。また、
本明細書と各図において、既出の図に関して前述したものと同一又は類似した機能を発揮
する構成要素には同一の参照符号を付し、重複する詳細な説明を適宜省略することがある
。
【０００９】
　図１は、本実施形態の表示装置ＤＳＰの構成を示す図である。ここでは、互いに交差す
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る第１方向Ｘ及び第２方向Ｙによって規定されるＸ－Ｙ平面における表示装置ＤＳＰの平
面図を示している。本実施形態においては、表示装置の一例として、液晶表示装置につい
て説明する。なお、本実施形態にて開示する主要な構成は、有機エレクトロルミネッセン
ス表示素子等を有する自発光型の表示装置、電気泳動素子等を有する電子ペーパ型の表示
装置、ＭＥＭＳ（Micro Electro Mechanical Systems）を応用した表示装置、或いはエレ
クトロクロミズムを応用した表示装置などにも適用可能である。
【００１０】
　表示装置ＤＳＰは、表示パネルＰＮＬ、表示パネルＰＮＬを駆動する駆動ＩＣチップ１
などを備えている。表示パネルＰＮＬは、例えば、液晶表示パネルであり、第１基板ＳＵ
Ｂ１と、第２基板ＳＵＢ２と、シール部ＳＥと、表示機能層（後述する液晶層ＬＣ）と、
を備えている。第２基板ＳＵＢ２は、第１基板ＳＵＢ１に対向している。シール部ＳＥは
、第１基板ＳＵＢ１と第２基板ＳＵＢ２とを接着している。
【００１１】
　表示パネルＰＮＬは、画像を表示する表示領域ＤＡ、及び、表示領域ＤＡを囲む額縁状
の非表示領域ＮＤＡを備えている。表示領域ＤＡは、シール部ＳＥによって囲まれた内側
に位置している。　
　駆動ＩＣチップ１は、非表示領域ＮＤＡに位置している。図示した例では、駆動ＩＣチ
ップ１は、第２基板ＳＵＢ２よりも外側に延出した第１基板ＳＵＢ１の実装部ＭＴに実装
されている。駆動ＩＣチップ１は、例えば、画像表示に必要な信号を出力するディスプレ
イドライバを内蔵している。ここでのディスプレイドライバは、後述する信号線駆動回路
ＳＤ、走査線駆動回路ＧＤ、及び、共通電極駆動回路ＣＤの少なくとも一部を含むもので
ある。なお、図示した例に限らず、駆動ＩＣチップ１は、別途表示パネルＰＮＬに接続さ
れるフレキシブル基板上に実装されていても良い。詳細な例については後述する。
【００１２】
　本実施形態の表示パネルＰＮＬは、例えば、第１基板ＳＵＢ１の背面側からの光を選択
的に透過させることで画像を表示する透過表示機能を備えた透過型であるが、これに限定
されるものではない。例えば、表示パネルＰＮＬは、第２基板ＳＵＢ２の前面側からの光
を選択的に反射させることで画像を表示する反射表示機能を備えた反射型であっても良い
し、透過表示機能及び反射表示機能を備えた半透過型であっても良い。
【００１３】
　図２は、図１に示した表示パネルＰＮＬの基本構成及び等価回路を示す図である。　
　表示パネルＰＮＬは、表示領域ＤＡにおいて、複数の画素ＰＸを備えている。ここで、
画素とは、画素信号に応じて個別に制御することができる最小単位を示し、例えば、後述
する走査線と信号線との交差する位置に配置されたスイッチング素子を含む領域に存在す
る。複数の画素ＰＸは、第１方向Ｘ及び第２方向Ｙにマトリクス状に配置されている。ま
た、表示パネルＰＮＬは、表示領域ＤＡにおいて、複数本の走査線Ｇ（Ｇ１～Ｇｎ）、複
数本の信号線Ｓ（Ｓ１～Ｓｍ）、共通電極ＣＥなどを備えている。走査線Ｇは、各々第１
方向Ｘに延出し、第２方向Ｙに並んでいる。信号線Ｓは、各々第２方向Ｙに延出し、第１
方向Ｘに並んでいる。なお、走査線Ｇ及び信号線Ｓは、必ずしも直線的に延出していなく
ても良く、それらの一部が屈曲していてもよい。共通電極ＣＥは、複数の画素ＰＸに亘っ
て配置されている。
【００１４】
　信号線駆動回路ＳＤ、走査線駆動回路ＧＤ、及び、共通電極駆動回路ＣＤは、非表示領
域ＮＤＡにおいて、第１基板ＳＵＢ１上に形成されても良いし、これらの一部或いは全部
が図１に示した駆動ＩＣチップＩＣ１に内蔵されていても良い。また、これらの駆動回路
のレイアウトは、図示した例に限られるものではない。
【００１５】
　走査線Ｇは、非表示領域ＮＤＡに引き出され、走査線駆動回路ＧＤに接続されている。
信号線Ｓは、非表示領域ＮＤＡに引き出され、信号線駆動回路ＳＤに接続されている。共
通電極ＣＥは、非表示領域ＮＤＡに引き出され、共通電極駆動回路ＣＤに接続されている
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。
【００１６】
　各画素ＰＸは、スイッチング素子ＳＷ、画素電極ＰＥ、共通電極ＣＥ、液晶層ＬＣ等を
備えている。スイッチング素子ＳＷは、例えば薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）によって構成
され、走査線Ｇ及び信号線Ｓと電気的に接続されている。より具体的には、スイッチング
素子ＳＷは、ゲート電極、ソース電極、及び、ドレイン電極を備えている。ゲート電極は
、走査線Ｇと電気的に接続されている。ソース電極及びドレイン電極のうちの一方は、信
号線Ｓと電気的に接続されている。ソース電極及びドレイン電極のうちの他方は、画素電
極ＰＥと電気的に接続されている。走査線Ｇは、第１方向Ｘに並んだ画素ＰＸの各々にお
けるスイッチング素子ＳＷと接続されている。信号線Ｓは、第２方向Ｙに並んだ画素ＰＸ
の各々におけるスイッチング素子ＳＷと接続されている。画素電極ＰＥの各々は、共通電
極ＣＥと対向し、画素電極ＰＥと共通電極ＣＥとの間に生じる電界によって液晶層ＬＣを
駆動している。保持容量ＣＳは、例えば、共通電極ＣＥと画素電極ＰＥとの間に形成され
る。
【００１７】
　図３は、図１に示した表示パネルＰＮＬの一部の構造を示す断面図である。ここでは、
表示装置ＤＳＰを第１方向Ｘに沿って切断した断面図を示す。以下の説明において、第１
基板ＳＵＢ１から第２基板ＳＵＢ２に向かう方向を上方（あるいは、単に上）と称し、第
２基板ＳＵＢ２から第１基板ＳＵＢ１に向かう方向を下方（あるいは、単に下）と称する
。第２基板ＳＵＢ２から第１基板ＳＵＢ１に向かって見ることを平面視という。
【００１８】
　図示した表示パネルＰＮＬは、主として基板主面にほぼ平行な横電界を利用する表示モ
ードに対応した構成を有しているが、特に制限される訳ではなく、基板主面に対して垂直
な縦電界や、基板主面に対して斜め方向の電界、或いは、それらを組み合わせて利用する
表示モードに対応した構成を有していても良い。横電界を利用する表示モードでは、例え
ば第１基板ＳＵＢ１及び第２基板のいずれか一方に画素電極ＰＥ及び共通電極ＣＥの双方
が備えられた構成が適用可能である。縦電界や斜め電界を利用する表示モードでは、例え
ば、第１基板ＳＵＢ１に画素電極ＰＥ及び共通電極ＣＥのいずれか一方が備えられ、第２
基板ＳＵＢ２に画素基板ＰＥ及び共通電極ＣＥのいずれか他方が備えられた構成が適用可
能である。なお、ここでの基板主面とは、Ｘ－Ｙ平面と平行な面である。
【００１９】
　第１基板ＳＵＢ１は、第１絶縁基板１０、信号線Ｓ、共通電極ＣＥ、画素電極ＰＥ、第
１絶縁膜１１、第２絶縁膜１２、第３絶縁膜１３、第１配向膜ＡＬ１などを備えている。
なお、ここでは、スイッチング素子や走査線、これらの間に介在する各種絶縁膜等の図示
を省略している。　
　第１絶縁基板１０は、ガラス基板や樹脂基板などの光透過性を有する基板である。第１
絶縁膜１１は、第１絶縁基板１０の上に位置している。信号線Ｓは、第１絶縁膜１１の上
に位置している。第２絶縁膜１２は、信号線Ｓ、及び、第１絶縁膜１１の上に位置してい
る。共通電極ＣＥは、第２絶縁膜１２の上に位置している。第３絶縁膜１３は、共通電極
ＣＥ及び第２絶縁膜１２の上に位置している。画素電極ＰＥは、第３絶縁膜１３の上に位
置している。画素電極ＰＥは、第３絶縁膜を介して共通電極ＣＥと対向している。また、
画素電極ＰＥは、共通電極ＣＥと対向する位置にスリットＳＬを有している。共通電極Ｃ
Ｅ及び画素電極ＰＥは、インジウム・ティン・オキサイド（ＩＴＯ）やインジウム・ジン
ク・オキサイド（ＩＺＯ）などの透明な導電材料によって形成されている。第１配向膜Ａ
Ｌ１は、画素電極ＰＥ及び第３絶縁膜１３を覆っている。　
　なお、画素電極ＰＥが第２絶縁膜１２と第３絶縁膜１３との間に位置し、共通電極ＣＥ
が第３絶縁膜１３と第１配向膜ＡＬ１との間に位置していても良い。このような場合、画
素電極ＰＥは画素ごとにスリットを有していない平板状に形成され、共通電極ＣＥは画素
電極ＰＥと対向するスリットを有する。また、画素電極ＰＥ及び共通電極ＣＥの双方が第
１方向Ｘに並んで配置されていても良い。例えば、画素電極ＰＥ及び共通電極ＣＥの双方
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が櫛歯状に形成され互いに噛み合うように配置されていても良い。このような配置の場合
、例えば、図示した第３絶縁膜を省略し、画素電極ＰＥ及び共通電極ＣＥの双方が第２絶
縁膜１２と第１配向膜ＡＬ１との間に位置していても良いし、画素電極ＰＥ及び共通電極
ＣＥのうちの一方が第２絶縁膜１２と第３絶縁膜１３との間に位置し、他方が第３絶縁膜
１３と第１配向膜ＡＬ１との間に位置していても良い。
【００２０】
　第２基板ＳＵＢ２は、第２絶縁基板２０、遮光層ＢＭ、カラーフィルタＣＦ、オーバー
コート層ＯＣ、第２配向膜ＡＬ２などを備えている。　
　第２絶縁基板２０は、ガラス基板や樹脂基板などの光透過性を有する基板である。遮光
層ＢＭ及びカラーフィルタＣＦは、第２絶縁基板２０の第１基板ＳＵＢ１と対向する側に
位置している。遮光層ＢＭは、各画素を区画し、図中において信号線Ｓと対向する位置に
配置されている。カラーフィルタＣＦは、画素電極ＰＥと対向する位置に配置され、その
一部が遮光層ＢＭに重なっている。カラーフィルタＣＦは、赤色カラーフィルタ、緑色カ
ラーフィルタ、青色カラーフィルタなどを含む。オーバーコート層ＯＣは、カラーフィル
タＣＦを覆っている。第２配向膜ＡＬ２は、オーバーコート層ＯＣを覆っている。　
　なお、カラーフィルタＣＦは、第１基板ＳＵＢ１に配置されても良い。また、遮光層Ｂ
Ｍを配置する代わりに、異なる色のカラーフィルタを２層以上重ね合せることで透過率を
低下させ、遮光層として機能させても良い。カラーフィルタＣＦは、４色以上のカラーフ
ィルタで形成されても良く、白色を表示する画素には、白色のカラーフィルタを配置して
も良いし、無着色の樹脂材料を配置しても良いし、カラーフィルタを配置せずにオーバー
コート層ＯＣを配置しても良い。
【００２１】
　本実施形態の表示装置ＤＳＰに搭載されるセンサは、検出電極Ｒｘを備えている。図示
した例では、検出電極Ｒｘは、第２基板ＳＵＢ２の外面ＳＢＡに位置している。検出電極
Ｒｘは、例えば、アルミニウム（Ａｌ）、チタン（Ｔｉ）、銀（Ａｇ）、モリブデン（Ｍ
ｏ）、タングステン（Ｗ）、銅（Ｃｕ）、クロム（Ｃｒ）などの金属材料や、これらの金
属材料を組み合わせた合金や、ＩＴＯやＩＺＯ等の透明な酸化物材料や、導電性の有機材
料や、微細な導電性物質の分散体などによって形成されている。また、検出電極Ｒｘは、
これらの金属材料を１以上用いて、複数積層した積層体としても良い。検出電極Ｒｘに金
属製の導電材料を用いる場合は、メッシュ加工を施したり、黒色材料でメッキ加工するな
どの不可視化処理をするとより良い。
【００２２】
　第１偏光板ＰＬ１を含む第１光学素子ＯＤ１は、第１絶縁基板１０と照明装置ＢＬとの
間に位置している。第２偏光板ＰＬ２を含む第２光学素子ＯＤ２は、検出電極Ｒｘの上に
位置している。第１光学素子ＯＤ１及び第２光学素子ＯＤ２は、必要に応じて位相差板を
含んでいても良い。第１偏光板ＰＬ１及び第２偏光板ＰＬ２は、例えば、それぞれの吸収
軸が直交するクロスニコルの位置関係となるように配置される。
【００２３】
　次に、本実施形態の表示装置ＤＳＰに搭載されるセンサＳＳの一構成例について説明す
る。以下に説明するセンサＳＳは、例えば相互容量方式の静電容量型であり、誘電体を介
して対向する一対の電極間の静電容量の変化に基づいて、被検出物の接触あるいは接近を
検出するものである。　
　以下、図４Ａ乃至４Ｃを参照して、静電容量型センサＳＳの基本原理について説明する
。図４Ａは、被検出物が接触あるいは接近していない状態を表す説明図である。図４Ｂは
、図４Ａに示した状態のセンサの等価回路の例を示す説明図である。図４Ｃは、センサ駆
動信号及び検出信号の波形の一例を表す図である。なお、以下の説明では、被検出物とし
て指が接触あるいは接近する場合を説明するが、被検出物は指に限られず、例えばスタイ
ラスペン等の導体を含む物体であっても良い。　
　例えば、図４Ａに示すように、センサＳＳを構成する容量素子ＣＰは、誘電体Ｄを挟ん
で互いに対向配置された一対の電極、すなわち、センサ駆動電極Ｔｘ及び検出電極Ｒｘを
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備えている。図４Ｂに示すように、容量素子Ｃ１の一端（センサ駆動電極Ｔｘ）は交流信
号源（駆動信号源）ＳＧＳに接続され、他端（検出電極Ｒｘ）は電圧検出器（検出部）Ｄ
ＥＴに接続される。電圧検出器ＤＥＴは、例えば積分回路である。　
　交流信号源ＳＧＳからセンサ駆動電極Ｔｘに所定の周波数（例えば数ｋＨｚ～数百ｋＨ
ｚ程度）の交流矩形波Ｓｇが印加されると、検出電極Ｒｘ側に接続された電圧検出器ＤＥ
Ｔを介して、図４Ｃに示すような出力波形Ｖｄｅｔが現れる。なお、この交流矩形波Ｓｇ
は、共通電極駆動回路ＣＤから入力されるセンサ駆動信号Ｔｘｓに相当する。出力波形Ｖ
ｄｅｔは、検出信号Ｒｘｓに相当する。　
　指が接触または近接していない状態（非接触状態）では、図４Ｂに示すように、容量素
子ＣＰに対する充放電に伴って、容量素子ＣＰの容量値に応じた電流Ｉ０が流れる。図示
した電圧検出器ＤＥＴは、交流矩形波Ｓｇに応じた電流Ｉ０の変動を電圧の変動に変換し
、図４Ｃの実線で示した波形Ｖ０の検出信号Ｒｘｓが出力される。　
　一方、指が接触（または接近）した状態（接触状態）では、指によって形成される静電
容量が検出電極Ｒｘと接触しているまたは検出電極Ｒｘの近傍にあることにより、センサ
駆動電極Ｔｘ及び検出電極Ｒｘの間にあるフリンジ分の静電容量が遮られる。このため、
接触状態での容量素子ＣＰは、非接触状態での容量値よりも小さい容量値の容量素子とし
て作用する。そして、容量素子ＣＰの容量値の変化に応じて変動する電流が流れる。この
とき、図４Ｃに点線で示した波形Ｖ１の検出信号Ｒｘｓが出力される。この場合、波形Ｖ

１は、上述した波形Ｖ０と比べて振幅が小さくなる。これにより、波形Ｖ０と波形Ｖ１と
の電圧差分の絶対値｜ΔＶ｜は、指などの被検出物が接触または接近した影響に応じて変
化することになる。なお、電圧検出器ＤＥＴは、波形Ｖ０と波形Ｖ１との電圧差分の絶対
値｜ΔＶ｜を精度よく検出するため、回路内のスイッチングにより、交流矩形波Ｓｇの周
波数に合わせて、コンデンサの充放電をリセットする期間Ｒｅｓｅｔを設けた動作とする
ことがより好ましい。　
　このように、センサＳＳは、共通電極駆動回路ＣＤから供給されるセンサ駆動信号Ｔｘ
ｓに従って、１検出ブロックずつ順次走査して、被検出物の接触あるいは接近の検出（セ
ンシング）を行う。センサＳＳは、後述する複数の検出電極Ｒｘから、図４Ｂに示した電
圧検出器ＤＥＴを介して、検出ブロック毎に検出信号Ｒｘｓを出力する。
【００２４】
　図４Ｄは、センサＳＳの一構成例を示す平面図である。　
　本実施形態では、センサＳＳは、センサ駆動電極（第１電極）Ｔｘ、検出電極（第２電
極）Ｒｘ、リード線Ｌ、及び、接続配線ＷＲを備えている。センサ駆動電極Ｔｘは、上記
の共通電極ＣＥを含み、画素電極ＰＥとの間で電界を発生させる機能を有するとともに、
検出電極Ｒｘとの間で容量を発生させることで被検出物の位置を検出するための機能を有
している。
【００２５】
　センサ駆動電極Ｔｘ及び検出電極Ｒｘは、表示領域ＤＡに位置している。図示した例で
は、センサ駆動電極Ｔｘは、それぞれ第１方向Ｘに延出した帯状の形状を有し、第２方向
Ｙに間隔を置いて並んでいる。また、検出電極Ｒｘは、それぞれ第２方向Ｙに延出した帯
状の形状を有し、第１方向Ｘに間隔を置いて並んでいる。なお、センサ駆動電極Ｔｘ及び
検出電極Ｒｘの個数やサイズ、形状は特に限定されるものではなく種々変更可能である。
センサ駆動電極Ｔｘ及び検出電極Ｒｘは、非表示領域ＮＤＡまで延在していても良い。セ
ンサ駆動電極Ｔｘ及び検出電極Ｒｘの形状は、帯状に限らず、櫛歯形状などの他の形状で
あっても良い。あるいは、センサ駆動電極Ｔｘ及び検出電極Ｒｘは、複数に分割されてい
ればよく、センサ駆動電極Ｔｘを分割するスリットの形状は直線であっても、曲線であっ
ても良い。
【００２６】
　リード線Ｌ及び接続配線ＷＲは、非表示領域ＮＤＡに位置している。リード線Ｌは、第
２基板ＳＵＢ２において、検出電極Ｒｘと同一面（例えば、図３に示した外面ＳＢＡ）に
位置している。このようなリード線Ｌは、低抵抗な金属材料によって形成されることが望
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ましい。リード線Ｌの各々の一端側は、検出電極Ｒｘの各々と電気的に接続されている。
リード線Ｌの各々の他端側は、端子群ＴＧＢにおける端子ＴＢ２の各々と電気的に接続さ
れている。接続配線ＷＲは、第１基板ＳＵＢ１に備えられている。接続配線ＷＲの各々の
一端側は、センサ駆動電極Ｔｘの各々と電気的に接続されている。接続配線ＷＲの各々の
他端側は、共通電極駆動回路ＣＤと電気的に接続されている。　
　なお、リード線Ｌ及び接続配線ＷＲのレイアウトは、図示した例に限らない。例えば、
複数のセンサ駆動電極Ｔｘのうち、奇数番目のセンサ駆動電極Ｔｘと接続された接続配線
ＷＲが一方の非表示領域ＮＤＡ（例えば、表示領域ＤＡよりも右側の非表示領域ＮＤＡ）
に位置し、偶数番目のセンサ駆動電極Ｔｘと接続された接続配線ＷＲが他方の非表示領域
ＮＤＡ（例えば、表示領域ＤＡよりも左側の非表示領域ＮＤＡ）に位置していても良い。
また、表示領域ＤＡの上側半分に位置するセンサ駆動電極Ｔｘと接続された接続配線ＷＲ
が一方の非表示領域ＮＤＡに位置し、表示領域ＤＡの下側半分に位置するセンサ駆動電極
Ｔｘと接続された接続配線ＷＲが他方の非表示領域ＮＤＡに位置していても良い。
【００２７】
　共通電極駆動回路ＣＤは、画像を表示する表示駆動時に、共通電極ＣＥを含むセンサ駆
動電極Ｔｘに対してコモン駆動信号を供給する。
　また、共通電極駆動回路ＣＤは、被検出物の接触あるいは接近を検出するためのセンシ
ングを行うセンシング駆動時に、センサ駆動電極Ｔｘに対してセンサ駆動信号を供給する
。検出電極Ｒｘは、センサ駆動電極Ｔｘへのセンサ駆動信号の供給に伴って、センシング
に必要なセンサ信号（つまり、センサ駆動電極Ｔｘと検出電極Ｒｘとの間の電極間容量の
変化に基づいた信号）を出力する。
【００２８】
　図４Ｅは、図４Ｄに示したセンサＳＳを概略的に示す斜視図である。　
　複数のセンサ駆動電極Ｔｘは、それぞれ第１方向Ｘに延在するストライプ状の電極パタ
ーンを有する。検出電極Ｒｘは、それぞれ第２方向Ｙに延在するストライプ状の電極パタ
ーンを有し、センサ駆動電極Ｔｘとそれぞれ交差している。検出電極Ｒｘは、第１方向Ｘ
及び第２方向Ｙと交差する第３方向Ｚにおいて、センサ駆動電極Ｔｘと対向している。セ
ンサ駆動電極Ｔｘと検出電極Ｒｘとが対向する部分は、図４Ａに示した容量素子ＣＰに相
当し、その交差部分に静電容量を生じさせている。　
　このような構成のセンサＳＳでは、センシング駆動時において、共通電極駆動回路ＣＤ
がセンサ駆動電極Ｔｘを時分割的に順次走査するように駆動することにより、センサ駆動
電極Ｔｘの１検出ブロックが図中に矢印で示したスキャン方向に順次選択される。選択さ
れたセンサ駆動電極Ｔｘの検出ブロックには、共通電極駆動回路ＣＤによってセンサ駆動
信号Ｔｘｓが供給される。そして、検出電極Ｒｘから検出信号Ｒｘｓが出力されることに
より、１検出ブロックのセンシングが行われる。ここで、センサ駆動電極Ｔｘの検出ブロ
ックは、１本または複数本のセンサ駆動電極Ｔｘの電極パターンを含み、複数の検出ブロ
ックは、それぞれセンサ駆動電極Ｔｘの延出方向に沿った方向に延び、かつ、スキャン方
向に配列される。　
　図示したセンサＳＳにおいて、互いに交差した検出電極Ｒｘ及びセンサ駆動電極Ｔｘは
、静電容量型タッチセンサをマトリックス状に構成している。よって、センサＳＳのタッ
チ検出面全体にわたって走査することにより、外部からの被検出物（導体）の接触または
接近が生じた位置の検出が可能となっている。
【００２９】
　図４Ｆは、センサＳＳの他の構成例を示す平面図である。図４Ｆに示した構成例は、図
４Ｄに示した構成例と比較して、センサ駆動電極Ｔｘが第１方向Ｘに間隔を置いて並び、
第２方向Ｙに延出する一方で、検出電極Ｒｘが第２方向Ｙに間隔を置いて並び、第１方向
Ｘに延出している点で相違している。このような構成例においても、センサ駆動電極Ｔｘ
及び接続配線ＷＲは第１基板ＳＵＢ１に備えられ、検出電極Ｒｘ及びリード線Ｌは第２基
板ＳＵＢ２に備えられている。他の要素については図４Ｄに示した構成例と同一であり、
同一の参照符号を付して説明を省略する。
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【００３０】
　なお、リード線Ｌ及び接続配線ＷＲのレイアウトは、図示した例に限らない。例えば、
複数のリード線Ｌのうち、奇数番目の検出電極Ｒｘと接続されたリード線Ｌが一方の非表
示領域ＮＤＡ（例えば、表示領域ＤＡよりも右側の非表示領域ＮＤＡ）に位置し、偶数番
目の検出電極Ｒｘと接続されたリード線Ｌが他方の非表示領域ＮＤＡ（例えば、表示領域
ＤＡよりも左側の非表示領域ＮＤＡ）に位置していても良い。また、表示領域ＤＡの上側
半分に位置する検出電極Ｒｘと接続されたリード線Ｌが一方の非表示領域ＮＤＡに位置し
、表示領域ＤＡの下側半分に位置する検出電極Ｒｘと接続されたリード線Ｌが他方の非表
示領域ＮＤＡに位置していても良い。
【００３１】
　図５Ａは、センサ駆動電極Ｔｘがセンサ駆動信号Ｔｘｓにより駆動されるときのタイミ
ングチャートを示している。１フレーム期間Ｆは、表示期間ＤＷＴ（信号線Ｓからの画素
信号ＳｉｇＸの書き込み期間も含む）とセンシングを行う検出期間ＴＤＴ（この期間は、
非表示期間ＴＤＴと称しても良い）とが異なる期間に設定されている。より具体的には、
1フレーム期間Ｆは、複数の表示期間ＤＷＴを有し、表示期間ＤＷＴと表示期間ＤＷＴの
間に、検出期間ＴＤＴが設定されている。検出期間ＴＤＴでは、センサ駆動電極ＴＸの検
出ブロックＴｘ１、Ｔｘ２、Ｔｘ３、…がセンサ駆動信号Ｔｘｓ１、Ｔｘｓ２、Ｔｘｓ３
、…により駆動される。なお、１検出ブロックは、上記の通り、１本または複数本のセン
サ駆動電極Ｔｘの電極パターンを含む単位である。
　センサ駆動電極ＴＸの検出ブロックＴｘ１、Ｔｘ２、Ｔｘ３、…がセンサ駆動信号Ｔｘ
ｓ１、Ｔｘｓ２、Ｔｘｓ３、…により駆動されたとき、タッチ検出面に被検出物が近接し
ていた場合、被検出物の位置に対応する検出電極Ｒｘからレベルの低い検出信号Ｒｘｓが
出力される。表示期間ＤＷＴ及びタッチ検出期間ＴＤＴは、１フレーム期間Ｆ内の複数個
所に分散している。つまり、表示期間ＤＷＴ及びタッチ検出期間ＴＤＴは、１フレーム期
間Ｆ内で時分割されている。
【００３２】
　図５Ｂは、主な回路ブロックを示す図である。　
　ホスト装置ＨＯＳから出力された画素データ及び同期信号は、インターフェース回路７
０１にて受け取られる。インターフェース回路７０１で受け取られた画素データは、デー
タ処理回路７０２に入力されて表示パネルＰＮＬによる表示に適合するようにデータの補
間処理及び又は合成処理などが施される。タイミング生成回路７１２は、垂直同期信号及
び又は水平同期信号を受け取る。タイミング生成回路７１２は、位相制御回路を含み、内
部発振器７１１のクロック（内部クロック）の位相と外部の同期信号の位相との関係を所
定の関係に制御して維持する。そして、タイミング生成回路７１２は、内部クロックに基
づいて、内部の水平同期パルス及び内部垂直同期パルスを生成する。　
　内部水平同期パルス、内部垂直同期パルス、及び駆動用の各種タイミングパルスは、Ｌ
ＣＤ駆動回路７１３、タッチパネル駆動回路７１５に入力される。また、タイミング生成
回路７１２は、インターフェース回路７０１、データ処理回路７０２、ビデオメモリ７０
３、表示用ラインデータラッチ回路７０４、ソース増幅器７０５のそれぞれに対してタイ
ミングパルスを生成して供給している。これにより、駆動ＩＣチップ１内部の各ブロック
が統一されて制御される。したがって、タイミング生成回路７１２は、駆動ＩＣチップ１
内の制御部と称することもできる。　
　データ処理回路７０２から出力された画素データは、表示用ラインデータラッチ回路７
０４にラッチされる。表示用ラインデータラッチ回路７０４にラッチされた画素データは
、ソース増幅器７０５でアナログ変換され、画素信号となり、次にガンマ補正されて、表
示パネルに供給される。これらの画素信号は、信号線Ｓ１～Ｓ１０８０を介して導通状態
の画素に書き込まれる。　
　ＬＣＤ駆動回路７１３は、タイミング生成回路７１２からのタイミング信号に基づいて
、ソース選択回路（図示せず）、ゲート回路（図示せず）を制御し、画素信号を書き込む
ラインを指定することができる。タッチパネル駆動回路７１５は、図５Ａで示した駆動信
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号Ｔｘｓを、割り当てられた時間に、センサ駆動電極Ｔｘの検出ブロックに供給する。こ
れにより、検出信号Ｒｘｓが検出電極Ｒｘから出力される。ここでのタッチパネル駆動回
路７１５は、上記の共通電極駆動回路ＣＤに含まれるものである。　
　検出信号Ｒｘｓは、タッチパネルコントローラなどとして機能する検出回路ＲＣに入力
される。検出回路ＲＣは、駆動ＩＣチップ１に内蔵されても良いし、駆動ＩＣチップ１と
は異なる他のＩＣチップに内蔵されていても良い。この点については、後の構成例におい
て詳述する。検出回路ＲＣは、センサ駆動信号Ｔｘｓの駆動タイミングと検出信号Ｒｘｓ
の検出タイミングとの時間的関連性に基づき、被検出物が接触あるいは接近した位置を検
出する。被検出物の位置の検出結果（タッチ位置検出結果）は、ホスト装置ＨＯＳに入力
される。ホスト装置ＨＯＳは、被検出物の位置を判定した後、判定結果に基づき、次に設
定されているプログラミング動作を実行する。　
　検出回路ＲＣは、タッチ検出周波数の切り替え信号（条件信号と称してもよい）をタイ
ミング生成回路７１２に与えることができる。検出回路ＲＣは、例えば、通常動作時にお
いて、所定レベルのタッチ検出信号Ｒｘｓが得られない場合は、例えば、タッチ検出周波
数を１２０Ｈｚとする切り替え信号をタイミング生成回路７１２に与える。ここでこのタ
ッチ検出周波数は、１フレーム（６０Ｈｚ）の期間に表示面（タッチ操作面）を走査する
周波数である。そして、何らかのノイズ（タッチ検出信号Ｒｘｓ）が検出されたとき、検
出回路ＲＣは、タッチ検出周波数の切り替え信号をタイミング生成回路７１２に与える。
この切り替え信号に応答して、タイミング生成回路７１２は、タッチパネル駆動回路７１
５を制御し、タッチ検出周波数を６０Ｈｚに設定する。これにより、タッチ検出時間を長
く設定することができ、タッチ検出感度を上げることができる。一定時間、タッチ検出信
号が入力しない場合、検出回路ＲＣは、タイミング生成回路７１２を通じて、タッチ検出
周波数を１２０Ｈｚとすることができる。このように本装置は、タッチ検出周波数が条件
に応じて切り替わることがある。
【００３３】
　図６Ａは、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２に接続されたフレキシブル基板３の
一構成例を示す平面図である。なお、本実施形態で適用可能なフレキシブル基板とは、少
なくとも屈曲させる部分が曲がる材料を使用したフレキシブル部として構成されていれば
良い。例えば、その全体がフレキシブル部として構成されたフレキシブル基板であっても
良いし、ガラスエポキシなどの硬い材料からなるリジッド部及びポリイミドなどの曲がる
材料からなるフレキシブル部を備えたリジッドフレキシブル基板であっても良い。
　フレキシブル基板３は、第１接続部３Ａ、第２接続部３Ｂ、及び、第３接続部３Ｃを備
えている。第１接続部３Ａは、端子群ＴＧＡと重なる位置に配置され、第１基板ＳＵＢ１
に接続されている。第２接続部３Ｂは、端子群ＴＧＢと重なる位置に配置され、第２基板
ＳＵＢ２に接続されている。第３接続部３Ｃは、外部の回路基板７に接続されている。こ
こでの外部回路基板７は、例えば、図５Ｂに示したホスト装置ＨＯＳに相当し、画素デー
タや同期信号を駆動ＩＣチップ１に出力したり、検出回路ＲＣから被検出物の位置の検出
結果が入力されたりするものである。
　このようなフレキシブル基板３は、第１接続部３Ａと第２接続部３Ｂとの間において、
平面視で駆動ＩＣチップ１と重複していない。
　図示した例では、フレキシブル基板３は、ＩＣチップ５、及び、接続配線Ｗ１０を備え
ている。ＩＣチップ５は、フレキシブル基板３に実装されている。接続配線Ｗ１０は、第
２接続部３ＢとＩＣチップ５とを電気的に接続している。ＩＣチップ５は、検出回路ＲＣ
を内蔵している。検出回路ＲＣは、図４などに示した検出電極Ｒｘと接続配線Ｗ１０など
を介して電気的に接続されている。検出回路ＲＣは、検出電極Ｒｘから出力されたセンサ
信号を読み取り、被検出物の接触あるいは接近の有無や、被検出物の位置座標などを検出
するものである。
【００３４】
　図６Ｂは、図６Ａに示したフレキシブル基板３の第１接続部３Ａ及び第２接続部３Ｂを
示す断面図である。
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【００３５】
　フレキシブル基板３は、第１接続部３Ａ及び第２接続部３Ｂに亘って延出した共通のベ
ース層３０を備えている。また、フレキシブル基板３は、導電層３１、カバー層３２など
を備えている。導電層３１は、ベース層３０の表示パネルＰＮＬと対向する側、あるいは
、第１基板ＳＵＢ１と対向する側に位置している。導電層３１は、第１接続部３Ａに位置
する端子ＴＡ３１、第２接続部３Ｂに位置する端子ＴＢ３１などを含んでいる。カバー層
３２は、導電層３１を覆っている。なお、カバー層３２は、第１接続部３Ａ及び第２接続
部３Ｂにおいては、それぞれ導電層３１を露出する開口部ＯＰＡ及びＯＰＢを有している
。
【００３６】
　第１接続部３Ａにおいて、フレキシブル基板３の端子ＴＡ３１は、第１基板ＳＵＢ１の
端子群ＴＧＡにおける端子ＴＡ１と、導電性接着層４Ａを介して電気的に接続されている
。第２接続部３Ｂにおいて、フレキシブル基板３の端子ＴＢ３１は、第２基板ＳＵＢ２の
端子群ＴＧＢにおける端子ＴＢ２と、導電性接着層４Ｂを介して電気的に接続されている
。導電性接着層４Ａ及び４Ｂは、例えば、接着剤中に導電粒子を分散させた異方性導電膜
である。
【００３７】
　本実施形態によれば、フレキシブル基板３は、表示用の電極を備えた第１基板ＳＵＢ１
に接続される第１接続部３Ａ、及び、センサＳＳを構成する電極を備えた第２基板ＳＵＢ
２に接続される第２接続部３Ｂを備えており、これらの第１接続部３Ａ及び第２接続部３
Ｂに亘って延出した共通のベース層３０を備えている。つまり、第１基板ＳＵＢ１及び第
２基板ＳＵＢ２は、単一のフレキシブル基板３と電気的に接続されている。したがって、
第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２の各々が別々のフレキシブル基板と接続される場
合と比較して、フレキシブル基板の個数を低減することができ、構造を簡素化することが
可能となるとともに、コストを削減することが可能となる。　
　また、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２と接続されるフレキシブル基板３を単一
化したことにより、複数のフレキシブル基板を互いに電気的に接続するためのコネクタが
不要となり、表示装置の小型化、及び、薄型化が可能となる。　
　また、フレキシブル基板３が接続された表示装置ＤＳＰを電子機器にセットした際に、
電子機器内部の構造物とフレキシブル基板３との接触を抑制することができ、構造物を所
望の位置に設置することが可能となる。
【００３８】
　次に、他の構成例について説明する。
【００３９】
　図７は、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２と接続されたフレキシブル基板３の他
の構成例を示す平面図である。
【００４０】
　図示した構成例は、図６Ａに示した構成例と比較して、ＩＣチップ５を省略し、検出回
路ＲＣが駆動ＩＣチップ１に内蔵された点で相違している。このような構成例においては
、フレキシブル基板３は、第１接続部３Ａと第２接続部３Ｂとを電気的に接続するための
接続配線Ｗ２０を備えている。接続配線Ｗ２０の各々の一端側は、第１接続部３Ａにおい
て、第１基板ＳＵＢ１の端子群ＴＧＡと電気的に接続されている。接続配線Ｗ２０の各々
の他端側は、第２接続部３Ｂにおいて、第２基板ＳＵＢ２の端子群ＴＧＢと電気的に接続
されている。第１基板ＳＵＢ１は、端子群ＴＧＡと駆動ＩＣチップ１とを電気的に接続す
るための接続配線Ｗ２１を備えている。駆動ＩＣチップ１の検出回路ＲＣは、図４などに
示した検出電極Ｒｘと接続配線Ｗ２０及びＷ２１などを介して電気的に接続されている。
【００４１】
　このようなフレキシブル基板３も、図６Ａに示した構成例と同様に、第１接続部３Ａと
第２接続部３Ｂとの間において、平面視で駆動ＩＣチップ１と重複していない。　
　このような構成例においても、上記の構成例と同様の効果が得られる。加えて、ＩＣチ
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ップ５を省略し、検出回路ＲＣが駆動ＩＣチップ１に内蔵されたことにより、フレキシブ
ル基板３の小型化及び薄型化が可能となる。
【００４２】
　図８は、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２と接続されたフレキシブル基板３の他
の構成例を示す平面図である。
【００４３】
　図示した構成例は、図６Ａに示した構成例と比較して、フレキシブル基板３が第１接続
部３Ａと第２接続部３Ｂとの間において平面視で駆動ＩＣチップ１と重複する点で相違し
ている。なお、フレキシブル基板３の接続配線Ｗ１０は、駆動ＩＣチップ１の上に延出し
ているが、図６Ｂに示したようなカバー層３２によって覆われており、電気的絶縁性が確
保されている。
【００４４】
　このような構成例においても、上記の構成例と同様の効果が得られる。加えて、上記の
構成例と比較して、フレキシブル基板３が駆動ＩＣチップ１と重複する領域を迂回する必
要がないため、フレキシブル基板３の小型化が可能となる。また、図示した構成例におい
ては、フレキシブル基板３の駆動ＩＣチップ１と対向する面に放熱部材を設置し、この放
熱部材を駆動ＩＣチップ１と接触させても良い。これにより、駆動ＩＣチップ１の発熱に
よる温度上昇を抑制することが可能となる。
【００４５】
　図９は、図６Ａ及び図７に示した構成例におけるフレキシブル基板３と駆動ＩＣチップ
１との位置関係を示す断面図である。図示したように、フレキシブル基板３は、第１接続
部３Ａと第２接続部３Ｂとの間において、駆動ＩＣチップ１と重複することなく配置され
ている。第１接続部３Ａは、第１基板ＳＵＢ１において駆動ＩＣチップ１が実装された面
と同一面上に接続されている。第２接続部３Ｂは、第２基板ＳＵＢ２において検出電極Ｒ
ｘが配置された面と同一面上に接続されている。
【００４６】
　図１０は、図８に示した構成例におけるフレキシブル基板３と駆動ＩＣチップ１との位
置関係を示す断面図である。図示したように、フレキシブル基板３は、第１接続部３Ａと
第２接続部３Ｂとの間において、駆動ＩＣチップ１と重複している。図示した例では、フ
レキシブル基板３は、駆動ＩＣチップ１から離間しているが、フレキシブル基板３と駆動
ＩＣチップ１との間に、上記した放熱部材などの絶縁体が介在していても良い。また、フ
レキシブル基板３として、複数の導電層を含む多層構造のものが適用可能である。このよ
うなフレキシブル基板３は、例えば、絶縁層と導電層とが交互に積層されており、接続用
の配線として使われていない導電層を駆動ＩＣチップ１と対向する側に露出させ、この導
電層を駆動ＩＣチップ１に接触させることにより放熱部材として利用することができる。
【００４７】
　図１１は、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２と接続されたフレキシブル基板３の
他の構成例を示す平面図である。図６Ｂを参照して説明したように、カバー層３２は、第
１接続部３Ａにおいて開口部ＯＰＡを有している。この開口部ＯＰＡは、平面視した際、
端子群ＴＧＡと重なる位置に形成されている。図示した構成例では、開口部ＯＰＡは、第
１接続部３Ａにおいて、フレキシブル基板３の一方端３Ｄから他方端３Ｅまで連続的に延
出している。また、開口部ＯＰＡは、第２接続部３Ｂから延出した接続配線Ｗ１０と交差
している。
【００４８】
　図１２は、図１１に示したフレキシブル基板３の第１接続部３Ａを第１基板側から見た
拡大平面図である。図示したように、第１接続部３Ａは、一方端３Ｄ側に端子ＴＡ３１を
備え、他方端３Ｅ側に接続配線Ｗ１０を備えている。これらの端子ＴＡ３１及び接続配線
Ｗ１０は、ベース層３０の第１基板と対向する側に位置する導電層３１の一部である。カ
バー層３２は、一方端３Ｄから他方端３Ｅに亘って導電層３１を露出する開口部ＯＰＡを
有している。つまり、端子ＴＡ３１及び接続配線Ｗ１０は、開口部ＯＰＡから露出してい
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る。
【００４９】
　このようなフレキシブル基板３は、例えば、以下の工程を経て製造される。すなわち、
ベース層３０の上に、スパッタなどの手法を用いて金属材料を成膜し、その後、成膜され
た金属材料をパターニングすることで導電層３１を形成する。その後、導電層３１の上に
、開口部ＯＰＡなどを有したカバー層３２を接着する。一例では、フレキシブル基板３の
総厚は４５μｍ～１５０μｍであり、カバー層３２の厚さは２０μｍ～３０μｍであり、
導電層３１の厚さは１μｍ～１０μｍ程度である。
【００５０】
　図１３は、図１１に示したフレキシブル基板３の第１接続部３Ａにおける一方端３Ｄか
ら他方端３Ｅまでの断面図である。図示したように、第１接続部３Ａは、導電性接着層４
Ａを介して、第１基板ＳＵＢ１に接続されている。導電性接着層４Ａは、接着剤４０と、
接着剤４０に分散された導電粒子４１と、を有している。第１基板ＳＵＢ１の端子群ＴＧ
Ａにおける端子ＴＡ１は、それぞれ第１接続部３Ａの端子ＴＡ３１と向かい合っている。
導電粒子４１は、端子ＴＡ１及び端子ＴＡ３１の双方と接触し、両者を電気的に接続して
いる。但し、図示した断面では、フレキシブル基板３の第１接続部３Ａにおいて、端子Ｔ
Ａ１のみならず、接続配線Ｗ１０も露出している。このため、第１基板ＳＵＢ１における
端子群ＴＧＡや周辺配線は、接続配線Ｗ１０と向かい合う位置には設けられていない。接
続配線Ｗ１０は、導電性接着層４Ａを介して第１基板ＳＵＢ１と接着されているが、第１
基板ＳＵＢ１において端子や配線などの導電層が設けられていない領域と向かい合ってい
る。この点について、以下に説明する。
【００５１】
　図１４は、図１１に示した開口部ＯＰＡと対向する第１基板ＳＵＢ１の拡大平面図であ
る。図示したように、第１基板ＳＵＢ１は、周辺配線として、第１基板ＳＵＢ１の最外周
に位置する最外周配線ＷＡや、最外周配線ＷＡよりも内側に位置する外周配線ＷＢを備え
ている。このような各種周辺配線としては、コモン電位や接地電位などの固定電位の配線
や、電源線、検査パッドＰＤに接続された検査用配線などが含まれる。フレキシブル基板
３の開口部ＯＰＡは、図中に点線で示している。図１３に示したように、端子ＴＡ１は開
口部ＯＰＡから露出した端子ＴＡ３１と重なり、また、端子ＴＡ１と並んだ領域は開口部
ＯＰＡから露出した接続配線Ｗ１０と重なる。このため、図示した例では、第１基板ＳＵ
Ｂ１は、端子ＴＡ１と並んだ領域のうち、平面視で接続配線Ｗ１０と対向する領域におい
ては、いずれの周辺配線も備えていない。
【００５２】
　このため、第１基板ＳＵＢ１にフレキシブル基板３の第１接続部３Ａが接続された際に
、図１３に示したように、接続配線Ｗ１０は、周辺配線を備えていない領域と向かい合う
。
【００５３】
　このように、図１１乃至図１４を参照して説明した構成例によれば、フレキシブル基板
３は、第１接続部３Ａにおける一方端３Ｄから他方端３Ｅに亘って延出した開口部ＯＰＡ
を有しているため、第１基板ＳＵＢ１にフレキシブル基板３の第１接続部３Ａを圧着する
際に、第１接続部３Ａの全体を均一に加圧することができ、導電粒子４１を介して端子Ｔ
Ａ１と端子ＴＡ３１とを確実に接続することができる。
【００５４】
　また、フレキシブル基板３の第１接続部３Ａにおいて、開口部ＯＰＡから端子ＴＡ３１
のみならず接続配線Ｗ１０も露出するが、接続配線Ｗ１０と周辺配線などの他の導電層と
のショートを抑制することができる。
【００５５】
　図１５は、図１１に示した開口部ＯＰＡと対向する第１基板ＳＵＢ１の他の構成例を示
す図である。
【００５６】
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　図中の（Ａ）は、第１基板ＳＵＢ１の拡大平面図である。図示したように、第１基板Ｓ
ＵＢ１は、端子ＴＡ１と並んだ領域のうち、平面視で開口部ＯＰＡから露出した接続配線
Ｗ１０と対向する領域においては、周辺配線として、最外周配線ＷＡや外周配線ＷＢを備
えている。
【００５７】
　図中の（Ｂ）は、（Ａ）に示したＡ－Ｂ線で切断した第１基板ＳＵＢ１の断面図である
。第１基板ＳＵＢ１において、第１絶縁基板１０の上に位置する最外周配線ＷＡや外周配
線ＷＢは、絶縁膜によって覆われている。図示した例では、最外周配線ＷＡ及び外周配線
ＷＢは、第１絶縁膜１１の上に位置し、第２絶縁膜１２によって覆われており、さらに、
第２絶縁膜１２の上に第３絶縁膜１３が位置している。なお、最外周配線ＷＡ及び外周配
線ＷＢは、少なくとも１層の絶縁膜によって覆われていれば良い。
【００５８】
　このような構成例によれば、フレキシブル基板３の第１接続部３Ａが第１基板ＳＵＢ１
に接続された際に、開口部ＯＰＡから端子ＴＡ３１のみならず接続配線Ｗ１０も露出する
が、接続配線Ｗ１０と、最外周配線ＷＡ及び外周配線ＷＢとの間に絶縁膜が介在している
ため、接続配線Ｗ１０と最外周配線ＷＡ及び外周配線ＷＢとのショートを抑制することが
できる。
【００５９】
　図１６は、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２と接続されたフレキシブル基板３の
他の構成例を示す平面図である。図示した構成例は、図１１に示した構成例と比較して、
第１接続部３Ａにおける開口部ＯＰＡが端子群ＴＧＡと重なる位置のみに形成された点で
相違している。言い換えると、開口部ＯＰＡの延出方向において、少なくとも接続配線Ｗ
１０と重なる部分にカバー層３２が配置される。この開口部ＯＰＡは、第２接続部３Ｂか
ら延出した接続配線Ｗ１０とは交差していない。
【００６０】
　図１７は、図１６に示したフレキシブル基板３の第１接続部３Ａを第１基板側から見た
拡大平面図である。図示したように、第１接続部３Ａは、導電層３１の一部として、端子
ＴＡ３１及び接続配線Ｗ１０を備えている。カバー層３２は、接続配線Ｗ１０を覆う一方
で、端子ＴＡ３１を露出する開口部ＯＰＡを有している。
【００６１】
　図１８は、図１６に示したフレキシブル基板３の第１接続部３Ａの断面図である。図示
したように、第１接続部３Ａは、導電性接着層４Ａを介して、第１基板ＳＵＢ１に接続さ
れている。第１基板ＳＵＢ１の端子群ＴＧＡにおける端子ＴＡ１は、それぞれ第１接続部
３Ａの端子ＴＡ３１と向かい、それぞれ導電粒子４１を介して電気的に接続されている。
接続配線Ｗ１０を覆うカバー層３２は、導電性接着層４Ａを介して第１基板ＳＵＢ１と接
着されている。
【００６２】
　このように、図１６乃至図１８に示した構成例によれば、接続配線Ｗ１０と向かい合う
第１基板ＳＵＢ１の領域に、たとえ端子や配線などの導電層が設けられていたとしても、
カバー層３２が介在するため、接続配線Ｗ１０と第１基板ＳＵＢ１の導電層とのショート
を抑制することができる。
【００６３】
　図１９は、フレキシブル基板３の他の構成例における第１接続部３Ａの断面図である。
図示した構成例は、図１８に示した構成例と比較して、フレキシブル基板３がベース層３
０の端子ＴＡ３１が設けられた面とは反対側に補助カバー層３３を備えた点で相違してい
る。補助カバー層３３は、カバー層３２の開口部ＯＰＡと重複する位置に設けられている
。また、この補助カバー層３３の厚さＴ３３は、カバー層３２の厚さＴ３２と同等である
。
【００６４】
　このような構成例によれば、フレキシブル基板３は、接続配線Ｗ１０を覆うカバー層３
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２を有する一方で、カバー層３２の開口部ＯＰＡと重複する位置に補助カバー層３３を備
えているため、接続配線Ｗ１０と第１基板ＳＵＢ１の導電層とのショートを抑制すること
ができるのに加えて、第１基板ＳＵＢ１に第１接続部３Ａを圧着する際に、カバー層３２
による段差の影響が緩和され、第１接続部３Ａの全体を均一に加圧することができる。ま
た、カバー層３２の厚さＴ３２と、補助カバー層３３の厚さＴ３３とが同等であるため、
第１接続部３Ａの全体をより均一に加圧することができる。これにより、導電粒子４１を
介して端子ＴＡ１と端子ＴＡ３１とを確実に接続することができる。
【００６５】
　図２０は、フレキシブル基板３の他の構成例における第１接続部３Ａの断面図である。
図示した構成例は、図１８に示した構成例と比較して、導電性接着層４Ａが開口部ＯＰＡ
のみに位置している点で相違している。言い換えると、導電性接着層４Ａは、カバー層３
２とは重複していない。開口部ＯＰＡにおいては、端子群ＴＧＡの端子ＴＡ１と第１接続
部３Ａの端子ＴＡ３１とが導電粒子４１を介して電気的に接続されている。なお、カバー
層３２は、導電性接着層４Ａを介することなく第１基板ＳＵＢ１に接触していても良いし
、第１基板ＳＵＢ１から離間していても良い。
【００６６】
　このような構成例によれば、第１基板ＳＵＢ１に第１接続部３Ａを圧着する際に、カバ
ー層３２による段差の影響を受けることなく、導電粒子４１を介して端子ＴＡ１と端子Ｔ
Ａ３１とを確実に接続することができる。
【００６７】
　なお、上記した各構成例におけるセンサＳＳは、一対の電極間の静電容量（上記の例で
はセンサ駆動電極Ｔｘと検出電極Ｒｘとの間の静電容量）の変化に基づいて被検出物を検
出する相互容量方式に限らず、検出電極Ｒｘの静電容量の変化に基づいて被検出物を検出
する自己容量方式であっても良い。
【００６８】
　図２１Ａは、他のセンサ装置１００を示す平面図である。　
　センサ装置１００は、支持基板１０１の上に、第１電極Ｅ１、第２電極Ｅ２、リード線
Ｌ、及び、端子ＴＣを備えている。第１電極Ｅ１及び第２電極Ｅ２は、それぞれ第１方向
Ｘ及び第２方向Ｙに並んでいる。第１電極Ｅ１の各々は、島状に形成されている。第１方
向Ｘに並んだ第１電極Ｅ１は、ブリッジ部ＤＢで互いに電気的に接続されている。第２方
向Ｙに並んだ第１電極Ｅ１は、互いに電気的に独立している。第２方向Ｙに並んだ第２電
極Ｅ２は、ブリッジ部ＤＢの下層において、互いに電気的に接続されている。第１方向Ｘ
に並んだ第２電極Ｅ２は、互いに電気的に独立している。リード線Ｌの各々の一端側は、
第１方向Ｘに並んだ第１電極Ｅ１、及び、第２方向Ｙに並んだ第２電極Ｅ２とそれぞれ電
気的に接続されている。リード線Ｌの各々の他端側は、端子群ＴＧＣにおける端子ＴＣの
各々と電気的に接続されている。端子群ＴＧＣの端子ＴＣは、上記したフレキシブル基板
３の第２接続部３Ｂと接続される。
　なお、センサ装置１００は、相互容量方式であっても良いし、自己容量方式であっても
良い。センサ装置１００が相互容量方式である場合には、例えば、第１電極Ｅ１は検出電
極Ｒｘに相当し、第２電極Ｅ２はセンサ駆動電極Ｔｘに相当する。また、センサ装置１０
０が自己容量方式である場合には、第１電極Ｅ１及び第２電極Ｅ２の両方が検出電極Ｒｘ
に相当する。
【００６９】
　図２１Ｂは、図２１Ａに示したセンサ装置１００の断面図である。　
　第１電極Ｅ１及び第２電極Ｅ２は、支持基板１０１の同一面上に位置し、絶縁膜１０２
によって覆われている。ブリッジ部ＤＢは、絶縁膜１０２の上に位置し、絶縁膜１０２を
貫通するコンタクトホールを介して、第２電極Ｅ２を挟んで隣り合う第１電極Ｅ１にそれ
ぞれコンタクトしている。ブリッジ部ＤＢは、絶縁膜１０３によって覆われている。
【００７０】
　図２２は、さらに他のセンサ装置１００を示す平面図である。図示したセンサ装置１０
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０は、図２１Ａに示したセンサ装置１００と比較して、ブリッジ部を必要とすることなく
、単層で構成することができる点で相違している。センサ装置１００は、第１方向Ｘに並
んだ電極群ＥＧａ、ＥＧｂ、ＥＧｃ、ＥＧｄ…を備えている。各電極群ＥＧは、同様に構
成されており、それぞれ第１電極Ｅ１、第２電極Ｅ２、及び、リード線Ｌを備えている。
ここでは、電極群ＥＧａに着目して、その構成について説明する。　
　第１電極Ｅ１は、第２方向Ｙに間隔をおいて並んだ複数のセンサ要素Ｅａ１、Ｅａ２、
Ｅａ３…を含んでいる。図示した例では、センサ要素Ｅａ１、Ｅａ２、Ｅａ３…のそれぞ
れは、「Ｆ」字状に形成され、第１方向Ｘに延出した２本の櫛歯を有しているが、各セン
サ要素の形状は図示した例に限らない。第２電極Ｅ２は、センサ要素Ｅａ１、Ｅａ２、Ｅ
ａ３…に対して間隔をおいて配置されている。図示した例では、第２電極Ｅ２は、櫛形に
形成され、第１電極Ｅ１に向かって第１方向Ｘに延出した複数の櫛歯を有している。この
ような第２電極Ｅ２の櫛歯は、センサ要素Ｅａ１、Ｅａ２、Ｅａ３…のそれぞれの櫛歯と
交互に配置されている。第１電極Ｅ１と第２電極Ｅ２との間隔はほぼ一定である。　
　リード線Ｌａ１、Ｌａ２、Ｌａ３…は、第１電極Ｅ１を挟んで第２電極Ｅ２とは反対側
に配置され、それぞれセンサ要素Ｅａ１、Ｅａ２、Ｅａ３…と電気的に接続されている。
より具体的には、リード線Ｌａ１は、センサ要素Ｅａ１の端部に繋がり、センサ要素Ｅａ
２及びリード線Ｌａ２とほぼ一定の間隔をおいて並んでいる。リード線Ｌａ２は、センサ
要素Ｅａ２の端部に繋がり、センサ要素Ｅａ３とリード線Ｌａ１との間、及び、リード線
Ｌａ１とリード線Ｌａ３との間に位置している。　
　図示した例では、センサ装置１００、さらに、電極群ＥＧａ、ＥＧｂ、ＥＧｃ、ＥＧｄ
…のそれぞれの周囲に配置された第３電極Ｅ３、及び、第３電極Ｅ３と各電極群のセンサ
要素及びリード線の少なくとも一部との間に配置された第４電極Ｅ４を備えている。第３
電極Ｅ３は、隣り合う電極群を各々電気的にシールドするシールド電極として機能する。
第４電極Ｅ４は、第３電極Ｅ３と第１電極Ｅ１のセンサ要素及びリード線Ｌとのカップリ
ングを抑制するダミー電極として機能する。
　なお、センサ装置１００は、相互容量方式であっても良いし、自己容量方式であっても
良い。センサ装置１００が相互容量方式である場合には、例えば、第１電極Ｅ１は検出電
極Ｒｘに相当し、第２電極Ｅ２はセンサ駆動電極Ｔｘに相当する。また、センサ装置１０
０が自己容量方式である場合には、第１電極Ｅ１及び第２電極Ｅ２の両方が検出電極Ｒｘ
に相当する。
　このように、本実施形態で適用可能なセンサ装置は、電極が特定の方向に延在し、特定
の方向に配列されるものに限らず、図２２に示したようにセンサ要素がマトリクス状に配
置されたものであっても良い。以下に、図２１Ａや図２２を参照して説明したセンサ装置
１００を備えた表示装置ＤＳＰの適用例について、具体的に説明する。
【００７１】
　図２３は、センサ装置１００を備えた表示装置ＤＳＰの適用例を示す断面図である。図
示した適用例では、上記したセンサ装置１００の支持基板１０１は、表示パネルＰＮＬの
第２基板ＳＵＢ２に相当する。すなわち、第１電極Ｅ１、第２電極（図示を省略）、絶縁
膜１０２及び１０３などは、第２基板ＳＵＢ２の上側に位置している。第２光学素子ＯＤ
２は、絶縁膜１０３の上に位置している。このような適用例において、フレキシブル基板
３は、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２にそれぞれ接続されている。ここでは詳述
しないが、フレキシブル基板３は、第２基板ＳＵＢ２において、図２１に示したような端
子群ＴＧＣの端子ＴＣと電気的に接続されている。
【００７２】
　図２４は、センサ装置１００を備えた表示装置ＤＳＰの他の適用例を示す断面図である
。図示した適用例では、センサ装置１００は、表示パネルＰＮＬとは別個に設けられてい
る。支持基板１０１は、表示パネルＰＮＬよりも上側に位置している。第１電極Ｅ１、第
２電極（図示を省略）、絶縁膜１０２及び１０３などは、支持基板１０１の上側、つまり
、表示パネルＰＮＬと向かい合う側とは反対側に位置している。このような適用例におい
て、フレキシブル基板３は、第１基板ＳＵＢ１及び支持基板１０１にそれぞれ接続されて
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いる。
　なお、図示した適用例では、第１電極Ｅ１などが支持基板１０１の表示パネルＰＮＬと
向かい合う側に位置していても良い。
【００７３】
　図２５Ａは、センサ装置１００を備えた表示装置ＤＳＰの他の適用例を示す断面図であ
る。図示した適用例では、センサ装置１００は、表示パネルＰＮＬとは別個に設けられ、
表示パネルＰＮＬよりも上側に位置している。第１電極Ｅ１及び絶縁膜１０２などは、支
持基板１０１の上側に位置している。一方で、第２電極Ｅ２は、表示パネルＰＮＬの第２
基板ＳＵＢ２の上側に位置している。このような適用例において、フレキシブル基板３は
、第１基板ＳＵＢ１、第２基板ＳＵＢ２、及び、支持基板１０１にそれぞれ接続されてい
る。　
　なお、図示した適用例では、第１電極Ｅ１などが支持基板１０１の表示パネルＰＮＬと
向かい合う側に位置していても良い。
【００７４】
　図２５Ｂは、図２５Ａに示した表示装置ＤＳＰの平面図である。なお、図中では、フレ
キシブル基板３と、第２基板ＳＵＢ２及びセンサ装置１００との接続位置を明確にするた
めに、第２接続部３Ｂと対向する位置のセンサ装置１００を一部破断している。フレキシ
ブル基板３は、上記の通り、第１接続部３Ａ、第２接続部３Ｂ、第３接続部３Ｃの他に、
第４接続部３Ｆを備えている。図示した例では、第４接続部３Ｆは、平面視で駆動ＩＣチ
ップ１を挟んで第２接続部３Ｂとは反対側に位置している。第２接続部３Ｂは、端子群Ｔ
ＧＢと重なる位置に配置され、第２基板ＳＵＢ２に接続されている。端子群ＴＧＢの各端
子は、図２５Ａに示した第２電極Ｅ２と電気的に接続されている。第４接続部３Ｆは、端
子群ＴＧＤと重なる位置に配置され、支持基板１０１に接続されている。端子群ＴＧＤの
各端子は、図２５Ａに示した第１電極Ｅ１と電気的に接続されている。フレキシブル基板
３は、第１基板ＳＵＢ１の端子群ＴＧＡに接続され、接続配線Ｗ２１を介して駆動ＩＣチ
ップ１に内蔵された検出回路ＲＣと接続されている。これにより、第１電極Ｅ１及び第２
電極Ｅ２は、検出回路ＲＣと電気的に接続される。なお、図示した例では、検出回路ＲＣ
が駆動ＩＣチップ１に内蔵されているが、図８などに示したように検出回路ＲＣがフレキ
シブル基板３上の他のＩＣチップ５に内蔵されている場合には、フレキシブル基板３の配
線を介して第１電極Ｅ１及び第２電極Ｅ２が検出回路ＲＣと電気的に接続される。
【００７５】
　これらのいずれの適用例においても、単一のフレキシブル基板３が複数の基板にそれぞ
れ接続され、各基板の電極や配線との間で信号を伝送するための伝送路を形成している。
このため、上記した各構成例と同様の効果が得られる。なお、フレキシブル基板３と各基
板との接続構造については、いずれの上記したいずれの構成例も適用可能である。
【００７６】
　図２６は、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２と接続されたフレキシブル基板３の
他の構成例を示す平面図である。図示した構成例は、上記した各構成例と比較して、駆動
ＩＣチップ１がフレキシブル基板３の上に実装された点で相違している。図示した例では
、検出回路ＲＣは、駆動ＩＣチップ１に内蔵されているが、フレキシブル基板３上の他の
ＩＣチップに内蔵されていても良い。フレキシブル基板３において、第１接続部３Ａは、
端子群ＴＧＡと重なる位置に配置され、第１基板ＳＵＢ１に接続されている。端子群ＴＧ
Ａの各端子は、詳述しないが、走査線、信号線、センサ駆動電極（あるいは第１電極）な
どと電気的に接続されている。第２接続部３Ｂは、端子群ＴＧＢと重なる位置に配置され
、第２基板ＳＵＢ２に接続されている。端子群ＴＧＢの各端子は、詳述しないが、検出電
極（あるいは第２電極）などと電気的に接続されている。このような構成例においても、
単一のフレキシブル基板３が複数の基板にそれぞれ接続され、各基板の電極や配線との間
で信号を伝送するための伝送路を形成している。このため、上記した各構成例と同様の効
果が得られる。
【００７７】
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　以上説明したように、本実施形態によれば、構造を簡素化することが可能なセンサ付き
表示装置を提供することができる。
　上記の例では、フレキシブル基板３は、第１基板ＳＵＢ１及び第２基板ＳＵＢ２にそれ
ぞれ接続され、主として表示用の電極、及び、センサＳＳを構成する検出電極との間で信
号を伝送するための伝送路を有しているが、これに限定されるものではない。本実施形態
のフレキシブル基板３は、異なる基板にそれぞれ接続され、各々の基板に備えられた電極
あるいは配線との間で信号を伝送するように構成されていれば良い。
【００７８】
　なお、本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示
したものであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これらの新規な実施形態
は、その他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で
、種々の省略、置き換え、変更を行うことができる。これらの実施形態やその変形は、発
明の範囲や要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲
に含まれる。
【符号の説明】
【００７９】
ＤＳＰ…表示装置　ＰＮＬ…表示パネル　ＳＳ…センサ
ＳＵＢ１…第１基板　ＳＵＢ２…第２基板
１…駆動ＩＣチップ
３…フレキシブル基板　３Ａ…第１接続部　３Ｂ…第２接続部
３０…ベース層　３１…導電層　３２…カバー層　３３…補助カバー層
ＯＰＡ…開口部

【図１】 【図２】
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【図４Ｆ】 【図５Ａ】
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【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】



(23) JP 6620025 B2 2019.12.11

【図１４】 【図１５】

【図１６】
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【図２１Ａ】

【図２１Ｂ】

【図２２】

【図２３】 【図２４】
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【図２５Ａ】 【図２５Ｂ】

【図２６】
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